










































































































(１) Joseph Montville,“The healing function in political conflict resolution”in
 
Conflict resolution : Theory and practice, integration and application,edited by
 


























































































































































































































































































































(２) ズルバベルの研究については、Eviatar Zerubavel,“Calendars and history:
A comparative study of the social organization of national memory”in
 
Continuities, conflicts, and transformations in national retrospection, edited by
 
























































































































































(４) Vamik Volkan,Blind trust : Large groups and their leaders in times of
 




























程を辿るかについての興味深い研究例として Liisa H.Malkii,Purity and exile:
Violence, memory, and national cosmology among Hutu refugees in Tanzania,

























































(７) John Paul Lederach,The moral imagination :The art and soul of building
 






















































































(８) 包括的仲裁の他の事例については、Tatsushi Arai, Creativity and conflict
 
































































ある。彼の代表的な著作としては、Johan Galtung, Peace by peaceful means:


































































































































(11) 1990年代の中台関係については、Richard C.Bush,Untying the knot : Mak-
ing peace in the Taiwan Strait,Brookings Institution Press,2005を参照。
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まず92年合意の内容を確認したい。江沢民総書記をはじめ中国側の歴代
のリーダが堅持してきた立場は、台湾は中国の一部であり、より厳密に言
えば台湾は中華人民共和国の一部であるという見解である。それに対し
て、李登輝総統をはじめ、台湾側のリーダーが主張してきた立場は、台湾
とその近隣諸島を領土とする中華民国は、中華人民共和国とは別の政治的
統合体を構成している、というものである。そして、李総統は、この政治
的対立により中国は２つに分断されていると見る。
92年合意は、この政治的対立の解決を先送りしながらも、両者が１つの
中国という原則を受け入れたという認識を確立した。より正確に言えば、
台湾側は、２つの政府の並立という見解を堅持しながらも、双方が同じ中
国という歴史的共同体に所属しているという理解を示した。それに対して
本土側は、この台湾側の見解を、１つの中国の容認と解釈して差し支えな
いと判断した。更に、北京政府としては、１つの中国が政治的にどう定義
されるべきかについて相違があったとしても、両者が貿易、郵便、交通等
の分野で相互交流に踏み切るには問題ないだろうと判断した。これに対し
て、台北側は、１つの中国についての政治的見解に不一致があることを北
京政府が公式見解として認め、見解の不一致という共通の認識を出発点と
して、統一交渉に入りたいと希望した。
こうしてみると、92年合意が、如何に曖昧で問題の多い交渉の基盤であ
ったかが分かる。その一方で、92年合意は、多くの問題を抱えながらも、
その後８年間にわたって断続的に行われた、２者間協議の基礎としての役
割を果た
(12)
した。
次に、92年合意をめぐる、融和の歴史について考えてみたい。1940年代
(12) 2000年に行われた台湾の総統選挙では、民進党の陳水平が勝利をおさめた。民
進党政権の下に、台湾独立を支持する勢力が政治の表舞台に進出するにつれて、北
京政府は警戒を強めた。そして、92年合意を契機に漸次的に進められた両岸間の交
流は、2008年に国民党の馬英九が総統になるまでの８年間、事実上凍結することに
なった。
紛争の歴史を見る眼：教育と対話の方法論についての一考察（新井) 217
の終わりから1992年にかけての半世紀近くの間、中台間の人的交流は極度
に限られたものであった。その為、海峡を跨いで橋渡し的役割を果たせる
ような集団や社会的機能が芽生えることは無かったといえる。ただ、1980
年代の終わりごろから、鄧小平のリーダーシップのもとに進められた中国
経済の開放政策は、貿易、投資、交通といった限られた分野における２者
間の交流を促進した。特に、投資の分野では、安価な労働賃金に誘発され
て、台湾の企業が海峡を渡ったため、限られた範囲ではあるが、ビジネス
を通して人的交流の機会も生まれた。本土に投資をした台湾の企業家は、
長期的なビジネスの発展を希望すると共に、その為に不可欠な両岸関係に
おける政治的安定を求めるようになった。そして、1988年に発足した台湾
の李政権に対して、中台関係の安定を要求して政治的圧力をかけるように
な
(13)
った。こうした、極めて実利的で限られた範囲の人的交流を、融和の歴
史として捉えることは必ずしも相応しくない。ただ、海峡を越えて人と人
との直接の交流が開始したことによって、融和の歴史を創造するための１
つの前提条件が整ったと見ることはできよう。
さて、以上略述してきた92年合意をめぐる中台関係を踏まえて、代替的
な歴史のシナリオを考えてみたい。仮に、1993年に李総統と江総書記の間
で直接対話が実現し、両者が中台間の将来を模索した場合、両岸関係につ
いてどのような展望が可能であったであろうか。また、仮に２人によるト
ップレベルの直接対話が叶わなかったとしても、両者が高官レベルの代表
による率直な意見交換を認めたとしたら、どのような中台関係が可能にな
っていたであろうか。
こうした問いを出発点にして代替的な歴史のシナリオを模索するにあた
り、その前提となるのは、中台双方が堅持してきた２者関係についてのい
くつかの仮説を、根本的に見直すことである。まず、中国本土側が堅持し
てきた仮説として、軍事的な威嚇が台湾独立を抑止するのに役立つという
(13) 台湾企業による政治的働きかけについては Bush,2005,p.40を参照。
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考え方がある。確かに、圧倒的勢力を誇る中国人民軍の存在と、海峡の対
岸に常備された中国側の攻撃能力は、台湾が独立宣言を行ったり独立国と
して振舞うことを抑止していると見ることはできる。ただ、台湾側から見
れば、力で抑えられれば抑えられるほど、北京政府への不信感が募り、独
立への悲願が高まった経緯も否定できない。この点に関して想起されるべ
きは、1995年から1996年にかけて行われた、台湾海峡における中国の軍事
演習と威嚇行動である。軍事演習は、台湾の李登輝総統が、米国の母校コ
ーネル大学で政策的なスピーチを行ったことに抗議するのみならず、1996
年の国政選挙に臨む台湾の有権者に対して、中国の力を誇示することを目
的としたものであった。ただ、中国本土側による軍事的威嚇が、台湾の国
際的地位を確立するために李登輝らが取り続けた行動を、抑止できなかっ
た事実は否めない。中台関係を超えて一般的にいえることは、武力行使又
は武力による威嚇は、人間の行動を強制的に拘束することは出来ても、人
間の内面から納得を引き出す為には役に立たない手段である。もし、相互
の理解と信頼醸成を基礎として、台湾を１つの中国の構成員として迎えた
いのであれば、武力による威嚇という手段を通してそれを達成することは
できない。従って、北京政府が台湾側の信頼を勝ち得て統一を達成する前
提条件として、武力による威嚇という手段を、いずれは選択肢の中から排
除しなければならない。
一方、台湾の政策の最大の問題点は、中華民国が諸外国と外交関係を結
ぶことが中華人民共和国との力の不均衡を是正することに繫がり、それを
通して望ましい中台交渉の土台を作ることが出来ると想定していたことで
ある。それまで半世紀近く続いてきた２者間の緊張状態をその背景として
考えるとき、外交関係における台湾の強硬な拡大姿勢に対して、北京政府
から強力な反応があることは必至であった。そして、北京政府による武力
行使または威嚇は、結果として、台湾が92年合意を通して築いた緊張緩和
の流れを逆行させ、ついには国家的危機を招くことに繫がった。92年合意
の時点から1996年の台湾総統選挙に至るまでの期間において、李政権がな
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すべきだったのは、より漸進的で長期的な信頼醸成の仕組みを作ることで
あったと思われる。短期的に台湾の有権者にアピールできる成果を挙げよ
うと努力することは、1995年の危機に見られたように、かえって逆効果に
繫がったものといえる。
それでは、92年合意以降実現可能であった代替的な歴史のシナリオは、
どの様なものであったのだろうか。私は、より平和的な中台関係が可能で
あったとすれば、それは漸次的に発展してきた経済的相互依存の流れを、
融和の歴史を作るための基盤とするべきだったのではないかと考えてい
る。そして、未解決の政治問題と安全保障上の緊張関係を抱えながらも、
両者がその不透明で曖昧な関係を、如何に中長期的な観点から共同で管理
し得たのかにつき、もっと辛抱強く検討するべきではなかったのだろう
か。その為には、相互に関連する３つのビジョンを、同時に実行に移して
行くことが必要であったと考える。
第１のビジョンは、92年合意で可能になった、経済的、人的交流を漸次
的に拡大し、より積極的に制度化していくことである。例えば、海峡の両
岸を結ぶ直接航空航路を開くための本格的交渉を、もっと早い時期から進
めることはできなかったのだろうか。また、旅行者、学術者、学生、芸術
家、そして博物館関係者の往来を、この段階から本格化することはできな
かったのだろうか。
ちなみに、こうした両岸間の交流は、2008年に国民党の馬英九が台湾の
総統に就任してから、本格的に進められることになる。しかしながら、両
者の政治的決断があれば、92年合意から16年もの歳月を経ずとも、より早
い段階で可能だったのではないかと私は考える。
第２のビジョンは、中国市民戦争の終結に向けてより踏み込んだ対話を
行い、正式な終結にむけて両者が具体的な行動を開始することである。こ
の件に関しては、停戦協定に向けて難題が山積していたことにも留意しな
ければならない。例えば、協定の当事者となるのは、２つの党かそれとも
２つの政府かという問題や、両者は対等な当事者として交渉に入るべきか
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否かといった問題が挙げられる。ただ、双方のリーダーがその時点で表明
していた見解を重ね合わせてみて分るのは、両者とも交戦状態を終結させ
たいという共通の願望を持っていた事実で
(14)
ある。であるならば、前述した
根本的な政治問題の解決を長期的な課題として見据えながらも、まずは、
危機管理や偶発的武力衝突を回避するための首脳レベルのホットライン
（直通の電話回線）を設置するなどして、できるところから具体的な行動を
開始していくべきではなかったのだろうか。そして、休戦協定という名目
で公式な文書を交わすことができなくても、交戦状態を事実の上で終結す
るために、他の様々な手段を模索することが出来なかったのだろうか。例
えば、台湾海峡沿いに配備された中国人民軍の軍事力を段階的に縮小する
代わりに、台湾によるアメリカからの武器購入を自主的に制限するなどし
て、お互いの安全保障のニーズを再定義し、同時に満たす仕組みを創るこ
とは出来なかったのだろうか。
第３のビジョンは、92年合意を基に設立された２者間の話し合いの窓口
を、より本格的な政治的対話のチャンネルに拡充し、長期的な観点から信
頼醸成を深めることである。即ち、92年合意を受けて、中国本土側は海峡
両岸関係協会を設け、台湾側は海峡交流基金会を設立した。そして、それ
ぞれの機関は、より上級の政治機関の管理の下に事務的交渉を行う任務を
与えられた。事務的交渉を継続的に行う制度が整っても、それがより高度
な政治的交渉に繫がるとは限らない。ただ、設立された２つの機関を通し
て、更に将来的にはその上部監督機関を通して、両者の代表が直接対話を
重ねることは可能であろう。そして、この直接交渉の仕組みを、中台間の
緊張が高まったときにこそフルに活用し、相手側のニーズや懸念事項を深
(14) 江沢民総書記は、1992年10月に行われた第14回の中国共産党全国代表大会で中
台関係に触れ、１つの中国を堅持する意向を確認する一方で、半世紀近く続いた交
戦状態を正式に終結するために、積極的に対話に取り組む用意があると述べた。こ
の点については、例えば Bush,2005,pp.44-45を参照。ちなみに、台湾の李登輝総
統は、既にその前年に、交戦状態の終結を宣言していた。
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く理解するための恒常的な機関として維持していくことが必要であったと
思う。中上級レベルのリーダーが、直接会談や会食を行う頻度が増えれ
ば、それに連れてお互いを人間として理解する機会も増えたのではないだ
ろうか。そして、直面する課題に対してすぐに解決策が見出せない場合で
も、紛争処理の手段として武力行使を選択する可能性は、少なくなったの
ではないだろうか。
以上、92年合意を基礎にして実現可能であったと思われる、３つのビジ
ョンを述べた。どれも実現しなかったシナリオであるから、仮説に過ぎな
い。しかしながら、紛争史観を学んだり紛争の当事者と対話する過程にお
いて、代替的な歴史のシナリオを共に模索する作業は啓発に富む。そし
て、過去に起こったことを実証的に理解したり史実を記憶するだけの学習
を越えて、歴史の重要な場面により主体的に関わろうとする努力は、歴史
を担う主体者としての意識を醸成する為に、必要なものであると思う。更
にこうした作業は、歴史の中にある平和共存の可能性を、実証的且つ想像
力豊かに再構築し、過去の教訓を将来の行動につなげるために有効なプロ
セスであると思われる。私自身、これからも、平和研究者として、また紛
争解決の実践家として、その為に必要な対話と教育の方法論を確立すべく
尽力していきたい。
早法87巻３号（2012）222
